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原子力防災対策について

《提案・要望の内容》

周辺地域における原子力防災対策の強化について

○ ＵＰＺの設定に伴い、原子力発電所周辺自治体であっても立地自治体と同

様の原子力防災対策が求められている。この経費については、本来は国の責

任において財源措置が行われるべきであるが、適切な措置が実現しないため、

県が独自に予算措置をしており、このことは地域住民にとっては不合理であ

る。

本県の原子力防災対策を充実させるため原子力防災対策の財源を充実させ

ることが急務であり、その対策に必要な人件費等の対策経費について、国や

電力会社が適切な負担を受け持つ仕組みを早急に構築すること。

＜参考＞

※鳥取県境から島根原子力発電所までの距離は最短で約１７ｋｍ。

ＵＰＺ（３０ｋｍ圏内）では境港市と米子市の一部が対象となる。

〈参考〉

１ 国交付金対象外の経費

○原子力防災対策従事職員人件費

○広域避難所への食料・物資等の備蓄

○道路改良等（避難経路渋滞懸念箇所改良・放射線情報表示用道路標識）

２ 鳥取県の財源確保努力

○平成２６年１０月２０日 中国電力株式会社への協力要請

○平成２７年１０月 ５日 同社から協力する旨回答

※・中国電力は当面協力できる範囲の金額として６億円を拠出

・任意の寄付であり緊急避難的な措置

○平成２７年１１月１３日 県・米子市・境港市で配分割合について合意

※・６億円を県８：両市２として配分し、活用する。


